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 （訂正）平成 21 年 3 月期決算短信の一部訂正について  

 

 平成 21 年 5 月 14 日付の「平成 21 年３月期 決算短信」の内容に一部訂正すべき事項がありましたので、下記

のとおりお知らせいたします。 

訂正箇所には下線を付しております。なお、数値データにつきましては訂正ありません。 

 

記 

 

１．訂正箇所 36 ページ（重要な後発事象）および 54 ページ（重要な後発事象） 

 

２．訂正内容 

 （訂正前） 

36ページ（重要な後発事象） 

前連結会計年度 

（自 平成19年４月１日 

至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 

（自 平成20年４月１日 

至 平成21年３月31日） 

 

 当社は、平成21年５月14日開催の取締役会におい

て、資本準備金の減少および剰余金の処分を行なうこ

とを決議いたしました。 

(1)資本準備金の減少および剰余金の処分の目的 

 欠損の補填を行い、利益を計上した際、配当を行

なうことができる体制を整えるとともに、今後の資本政

策の柔軟性および機動性を確保することを目的として

おります。 

(2)減少する準備金および剰余金の額ならびに減額の

方法 

 会社法第448条第１項の規定に基づき、資本準備

金3,115,022,216円のうち、2,652,786,152円を減少さ

せ、その他資本剰余金を2,652,786,152円増加させま

す。 さらに、会社法第452条の規定に基づき、その

他資本剰余金2,652,786,152円を減少させ、繰越利

益剰余金を2,652,786,152円増加させることで、欠損

を解消するものであります。 

(3)準備金の減少がその効力を生じる日 

 平成21年５月14日 

 

 

 

 



 

54ページ（重要な後発事象） 

前事業年度 

（自 平成19年４月１日 

至 平成20年３月31日） 

当事業年度 

（自 平成20年４月１日 

至 平成21年３月31日） 

 

 当社は、平成21年５月14日開催の取締役会におい

て、資本準備金の減少および剰余金の処分を行なうこ

とを決議いたしました。 

(1)資本準備金の減少および剰余金の処分の目的 

 欠損の補填を行い、利益を計上した際、配当を行

なうことができる体制を整えるとともに、今後の資本政

策の柔軟性および機動性を確保することを目的として

おります。 

(2)減少する準備金および剰余金の額ならびに減額の

方法 

 会社法第448条第１項の規定に基づき、資本準備

金3,115,022,216円のうち、2,652,786,152円を減少さ

せ、その他資本剰余金を2,652,786,152円増加させま

す。 さらに、会社法第452条の規定に基づき、その

他資本剰余金2,652,786,152円を減少させ、繰越利

益剰余金を2,652,786,152円増加させることで、欠損

を解消するものであります。 

(3)準備金の減少がその効力を生じる日 

 平成21年５月14日 

 

 

 

（訂正後） 

36ページ（重要な後発事象） 

前連結会計年度 

（自 平成19年４月１日 

至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 

（自 平成20年４月１日 

至 平成21年３月31日） 

 

 当社は、平成21年５月14日開催の取締役会におい

て、資本準備金の減少および剰余金の処分を行なうこ

とを決議いたしました。 

(1)資本準備金の減少および剰余金の処分の目的 

 欠損の補填を行い、利益を計上した際、配当を行

なうことができる体制を整えるとともに、今後の資本政

策の柔軟性および機動性を確保することを目的として

おります。 

(2)減少する準備金および剰余金の額ならびに減額の

方法 

 会社法第448条第１項の規定に基づき、資本準備

金3,115,022,216円のうち、2,652,786,152円を減少さ

せ、その他資本剰余金を2,652,786,152円増加させま

す。 さらに、会社法第452条の規定に基づき、その

他資本剰余金2,652,786,152円を減少させ、繰越利

益剰余金を2,652,786,152円増加させることで、欠損

を解消するものであります。 

(3)準備金の減少がその効力を生じる日 

 平成21年5月27日開催の取締役会決議をもって効

力が発生する日といたします。 

 

 

 



 

54ページ（重要な後発事象） 

前事業年度 

（自 平成19年４月１日 

至 平成20年３月31日） 

当事業年度 

（自 平成20年４月１日 

至 平成21年３月31日） 

 

 当社は、平成21年５月14日開催の取締役会におい

て、資本準備金の減少および剰余金の処分を行なうこ

とを決議いたしました。 

(1)資本準備金の減少および剰余金の処分の目的 

 欠損の補填を行い、利益を計上した際、配当を行

なうことができる体制を整えるとともに、今後の資本政

策の柔軟性および機動性を確保することを目的として

おります。 

(2)減少する準備金および剰余金の額ならびに減額の

方法 

 会社法第448条第１項の規定に基づき、資本準備

金3,115,022,216円のうち、2,652,786,152円を減少さ

せ、その他資本剰余金を2,652,786,152円増加させま

す。 さらに、会社法第452条の規定に基づき、その

他資本剰余金2,652,786,152円を減少させ、繰越利

益剰余金を2,652,786,152円増加させることで、欠損

を解消するものであります。 

(3)準備金の減少がその効力を生じる日 

 平成21年5月27日開催の取締役会決議をもって効

力が発生する日といたします。 

 

以 上 

 


